
政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移
事務事業目標指標

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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１．施策の令和 2年度までの実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

ICT関連産業の集積を目指す本市として、産業集積の中核となるイノベーションセンター、同パークを中心に岩手県立大学

との連携、産学官連携を推進し、市内企業に質の高い技術の蓄積と次代を担う若者の人材育成と定着支援を行うため、市内

企業及び社会人の人材育成を実施し、ICT/IoT利活用の推進による企業の生産性向上を支援することにより、企業の高度化

や起業を支援し、市の特色を活かした人材を育成します。

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

暮

ら

し

セミナー、フォーラム等の交流事業の回数

1 88 100 112 124 124 Ａ
回 121

147 175 - - - 1,800.0

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

7508  産学官共同研究事業

共同研究数
1

2 2 2 2 2 2
件

1 2 0 2 - -

12101  地域ＩＣＴ活用事業

ＩＣＴ活用に関するセミナー実績
2

0 8 10 12 14 16
件

0 0 8 10 - -



針

の向上など本施策は今

に

後も重要な取組みとな

つ

るため

、施策の見直し

い

は必要ないと考えます

て

。

(１) 令和 4年

の

度方針策定に際し、今

達

後の方向性や引継課題

成

【今後の方向性】

・子

（

ども、学生、市内企業

実

においてICT化に対

現

応できる人材育成の継

）

続的な取組みの展開が

状

必要です。

【引継ぎ事

況

項】

・産学共同研究事

Ｂ

業を推進するにあたり

概

、市内企業への制度の

ね

周知が必要です。

・人

達

材育成や企業の生産性

成

向上が求められる中、

し

ICT関連企業が集積

た

する特色を活かし、子

Ｂ

供たちのICTスキル

概

の向上や、大

学と企業

ね

の連携・交流を更に進

達

めることによる、企業

成

が求める学生との接点

し

作りが必要です。

た

(１) 施策の実現に影響する社会環境変化
Ｂ 社会環境変化あり

(２) 基本施策との関連性から施策の見直し
Ａ 必要なし

４．施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする

Ｂ 課題あり
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２．施策の実現に向けての令和 2年度までの取り組み状況を分析する

産学共同研究は2件ありました。IT人材の

政

ための若年層向けプロ

 

グラミング体験教室や

 

、SDGs等の企業の

 

経営基盤強化を目

的と

 

したセミナーも開催し

策

ました。滝沢イノベー

:

ションチャレンジを実

基

施し、人材育成や学生

本

と企業のコミュニティ

施

作りに

務めました。イ

策

ノベーションフォーラ

:

ムについては、新型コ

施

ロナウイルス感染症の

 

影響により中止しまし

 

た。

(２) 基本計画

 

内の取り組みと方針の

 

うち、令和 2年度の

策

重点課題の達成（実現

:

）状況

【重点課題】

・

施

産学官連携、企業間連

策

携、異業種連携のきっ

担

かけとなるセミナー等

当

の開催、人材育成の強

職

化

【重点課題に対する

・

達成状況】

・産学共同

氏

研究募は2件ありまし

名

た。イノベーションフ

(

ォーラムは新型コロナ

１

ウイルス感染症の影響

)

により中止しました。

 

・人材育成事業として

施

滝沢イノベーションチ

策

ャレンジを実施し、企

目

業と学生の連携による

標

コミュニティの創出に

の

取り組みま

した。

３．

達

施策の実現に向けての

成

令和 2年度実施後で

（

の変化を認識する

新型

実

コロナウイルス感染症

現

の影響により、テレワ

）

ークなどの働き方が進

に

んでいること、また小

向

学校のプログラミング

け

教育必

修等の要因もあ

た

り、また更には企業の

基

ICT利活用による生

本

産性向上も求められる

計

事から、今後は更に急

画

速にICT化が進むこ

期

と

が予想されます。

基

間

本施策である「ICT

内

関連産業の集積と産学

の

官連携の推進」におい

取

て、成長産業分野とし

り

てたICT関連産業が

組

注目される中で

、次世

み

代を担う若者や企業の

と

人材育成、ICT利活

方

用による企業の生産性
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(４)所管実行計画事業費一覧
事    務    事    業    名

No 分    野    別    計    画
計画額 実績額 比較 (%)

実    施    計    画
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7508  産学官共同研究事業

1,000 1,000 0.0

12101  地域ＩＣＴ活用事業

2,048 2,029 △0.9

14107  地域人材育成のための事業

13,489 10,054 △25.5


